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畜産物処理加工施設非常用電源緊急整備事業実施要綱 
 

平成３１年２月２１日付け３０農畜機第６５０１号 

一部改正 令和 ２年３月２４日付け 元農畜機第７６９３号 

一部改正 令和 ３年３月２９日付け ２農畜機第７０８２号 

一部改正 令和 ３年６月２８日付け ３農畜機第１８７２号 

 

生産者が将来に亘り安心して畜産物生産に取り組む環境を整え、国民への食料の安

定供給を確保していくためには、巨大地震等の災害による大規模な停電が発生した場

合においても、畜産物処理加工施設の安定的な稼動が可能となる体制の構築を図るこ

とが急務となっている。 

このため、独立行政法人農畜産業振興機構（以下「機構」という。）は、乳業施設及

び食肉処理施設における非常用電源設備整備の事業に対し、独立行政法人農畜産業振

興機構法（平成１４年法律第１２６号）第１０条第２号の規定に基づき補助すること

とし、もって、生乳及び食肉の持続可能な生産・流通を確保することに資するものと

する。 

この事業の補助金の交付に関しては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「補助金適正化法」という。）、補助金等に係

る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、「畜産業振

興事業の実施について」（平成１５年１０月１日付け１５農畜機第  ４８号－１）及

び「畜産業振興事業に係る補助金交付の停止措置について」（平成２６年３月３１日付

け２５農畜機第５３７６号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

第１ 事業実施主体 

この事業の事業実施主体は、次のとおりとする。 

１ 別添１の事業にあっては、農業協同組合、農業協同組合連合会、中小企業等協

同組合、協業組合（中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５

号）第５条に規定する中小企業者のみを組合員としているものに限る。）、一般社

団法人又は一般財団法人、農業協同組合又は農業協同組合連合会が株主となって

いる株式会社（農業協同組合、農業協同組合連合会、地方公共団体又は機構がそ

の発行済株式のうち議決権のある株式の総数の過半数を所有しているものに限

る。）、畜産経営の安定に関する法律（昭和３６年法律第１８３号）第２条第４項

第１号イに規定する生乳生産者団体、乳業者及び牛乳の販売業者が直接又は間接

の構成員となっている団体、畜産業を営む個人が株主又は社員となっている株式

会社又は会社法（平成１７年法律第８６号）第５７５条第１項に規定する持分会

社、畜産業を営む個人が構成員となっている団体（これらを総称して以下「乳業

者等」という。）とする。 

２ 別添２の事業にあっては、農業協同組合、農業協同組合連合会、中小企業等協
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同組合、協業組合（中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５

号）第５条に規定する中小企業者のみを組合員としているものに限る。）、一般社

団法人又は一般財団法人、農業協同組合又は農業協同組合連合会が株主となって

いる株式会社（農業協同組合、農業協同組合連合会、地方公共団体又は機構がそ

の発行済株式のうち議決権のある株式の総数の過半数を所有しているものに限

る。）（これらを総称して以下「農協等」という。）とする。 

 

第２ 事業の名称等 

この事業の名称等は、次のとおりとする。 

１ 乳業工場非常用電源緊急整備事業 

乳業者等が実施する事業であって、事業の内容等は別添１のとおりとする。 

２ 食肉処理施設非常用電源緊急整備事業 

農協等が実施する事業であって、事業の内容等は別添２のとおりとする。 

 

第３ 事業の実施期間 

この事業の実施期間は、令和３年度から令和４年度までとする。 

 

第４ その他 

この要綱に定めるもののほか、この事業の実施につき必要な事項については、

独立行政法人農畜産業振興機構理事長（以下「理事長」という。）が別に定めるも

のとする。 

 

附 則（平成３１年２月２１日付け３０農畜機第６５０１号） 

この要綱は平成３１年２月２１日から施行する。 

 

附 則（令和２年３月２４日付け元農畜機第７６９３号） 

この要綱の改正は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和３年３月２９日付け２農畜機第７０８２号） 

１ この要綱の改正は、令和３年４月１日から施行する。 

２ 令和２年度までに終了した事業については、この要綱の改正前の規定は、なお効

力を有するものとする。 

 

附 則（令和３年６月２８日付け３農畜機第１８７２号） 

１ この要綱の改正は、令和３年７月１日から施行する。 

２ この規程の改正前の規定により農林水産省生産局長（以下「生産局長」という。）

がした処分、手続その他の行為（以下「処分等」という。）は、改正後の相当規定に

より農林水産省畜産局長（以下「畜産局長」という。）がした処分等とみなし、改正
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前の規定により生産局長に対してされた申請その他の行為（以下「申請等」という。）

は、改正後の相当規定により畜産局長に対してされた申請等とみなす。 

 


